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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第63期

第３四半期連結
累計期間

第64期
第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

第64期
第３四半期連結
会計期間

第63期

会計期間

自　平成21年
１月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
７月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
１月１日

至　平成21年
12月31日

売上高 （百万円） 205,319 199,541 59,501 58,800 266,725

経常利益又は

経常損失（△）
（百万円） 1,447 4,137 △1,777 △1,196 1,009

四半期（当期）純利益

又は

四半期純損失（△）

（百万円） 140 1,030 △759 △998 595

純資産額 （百万円） － － 157,850 156,476 158,074

総資産額 （百万円） － － 253,272 253,775 252,053

１株当たり純資産額 （円） － － 1,329.351,317.291,331.30

１株当たり四半期（当

期）純利益又は四半期

純損失（△）

（円） 1.19 8.71 △6.42 △8.44 5.03

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 62.1 61.4 62.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 12,151 6,524 － － 13,736

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,630 △3,135 － － △1,929

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,223 5,238 － － △4,746

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 29,492 32,453 23,911

従業員数 （名） － － 5,225 4,978 5,147

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高は、消費税等を含まない。

３　第63期、第63期第３四半期連結累計期間、第63期第３四半期連結会計期間、第64期第３四半期連結累計期間及

び第64期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在していないため、又は１株当たり四半期純損失であるため、記載していない。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 4,978

（注）１　従業員数は就業人数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）である。

２　臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略している。

　

(2）提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 156

（注）　従業員数は就業人数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

ステーショナリー関連事業 2,738 97.2

ファニチャー関連事業 2,887 121.1

店舗関連事業 － －

合計 5,626 108.2

（注）１　金額の表示は製造原価による。

２　上記金額は消費税等を含まない。

　

(2）受注実績

　当社グループは、主として見込生産のため、受注実績の記載を省略しております。

　

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

ステーショナリー関連事業 35,103 96.2

ファニチャー関連事業 20,769 103.4

店舗関連事業 2,927 100.0

合計 58,800 98.8

（注）１　上記金額は消費税等を含まない。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該販売実績の総販売実

績に対する割合が100分の10以上の相手先がないため、記載を省略している。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであります。　

　

(1）経営成績に関する分析

　当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）におけるわが国経済は、一部で企業収

益の改善が見られたものの、ヨーロッパ金融危機や急激な円高の進行等の影響により企業の設備投資意欲や個人消

費は依然として冷え込んでおり、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

　このような経営環境のもと、当社グループはお客様の期待値を超える際立った価値を持つ商品の開発や、新興国を

中心とした海外市場において販売・マーケティング活動を積極的に展開し、市場開拓を推進いたしました。

　以上の結果、売上高は588億円（前年同期比1.2％減）となり、営業損失は９億円となりました。経常損失は11億円、

四半期純損失９億円となりました。

　

事業の種類別セグメントの概況は、以下のとおりです。　

　

（ステーショナリー関連事業）

ステーショナリー関連事業におきましては、景気後退による消耗品の買い控え等により、厳しい状況で推移いた

しました。

このような状況のもと当社グループは、書類の枚数に応じて背幅が変わる仕様により、かさばらずに使用できる

クリヤーブック＜NOViTA（ノビータ）＞等の際立った価値を持つ商品を市場投入し、需要を喚起いたしました。ま

た、金属製のホチキス針を使わずに紙をとじることができる「針なしステープラー＜ハリナックス＞（ハンディタ

イプ）」が販売好調のため大幅に増産する等、高付加価値商品の販売も好調に推移いたしました。

オフィス通販事業におきましては、「カウネット」が積極的な販促活動や創業10周年を記念したキャンペーンを

展開し、好調に推移いたしました。

海外事業におきましては、ベトナムではホーチミン支店を新設し、販売チャネルを積極的に開拓する等、現地ノー

ト市場のシェア拡大を図りました。中国ではデザインを一新したノートの投入や、復旦大学日本研究センターと共同

開発したノートを発売するなど商品ラインアップを拡充すると共に、マーケティング活動を積極的に展開いたしま

した。また、中国の上海地区で展開しているオフィス通販「Easybuy」は、中国政府による外資へのネット通販が解禁

されたことを機に、カタログ通販からネット通販へ移行するとともに上海銀行と連名でクレジットカードを発行し、

新規会員の獲得を一層推進いたしました。

以上の結果、売上高は351億円（前年同期比3.8％減）となり、高付加価値商品の売上増等により営業利益は８億

円（前年同期比30.3％増）と増益になりました。

　

　

（ファニチャー関連事業）

ファニチャー関連事業におきましては、企業の設備投資意欲は依然として冷え込んでおり、需要も低調に推移い

たしました。

このような状況のもと、当社グループは、製販が一体となって生産から販売までのバリューチェーンをお客様起

点に変革するとともに、業務の効率化及び収益力の拡大を図るため、７月１日付けでオフィス家具の製造・仕入れを

行うコクヨファニチャー株式会社と大手法人向けにオフィス家具を販売するコクヨオフィスシステム株式会社を統

合いたしました。

一方、景気動向の影響を受けにくい医療・教育・官公庁分野におきましては、ソリューション営業を推進すると

共に、見本市への出展や新商品の投入等、収益の拡大を図ってまいりました。

海外事業におきましては、海外市場の戦略商品である「エアーフォートチェアー」を中国において販売開始する

等、現地企業に対する営業活動を強化し、新規市場の開拓を推進いたしました。

以上の結果、売上高は207億円（前年同期比3.4％増）となり、筋肉質化による販管費削減等により営業損失は17

億円となりました。
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（店舗関連事業）

店舗関連事業におきましては、景気後退による小売業界の投資抑制及び店舗統廃合等の影響により、引き続き厳

しい市場環境となりました。

このような状況のもと、当社グループは、店舗関連事業の事業再構築のため、在庫圧縮等の効率化を推進するとと

もに、収益性を重視した営業施策を実施してまいりました。また、主要なお客様である小売業界に対して、多様なソ

リューションを提供し、お客様の課題解決と企業価値向上を支援いたしました。

以上の結果、売上高は29億円（前年同期比0.0％増）となり、営業損失は29百万円となりました。

　

　　

　

(2）財政状態に関する分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は2,537億円となり、前連結会計年度末に比べ17億円増加しました。流動資

産は1,101億円で、前連結会計年度末に比べ34億円増加しました。主な要因として、現金及び預金が13億円、受取手形

及び売掛金が50億円、前連結会計年度末に比べそれぞれ減少した一方、有価証券が101億円増加したためでありま

す。固定資産は1,436億円となり、前連結会計年度末に比べ17億円減少しました。主な要因として、投資その他の資産

は623億円と前連結会計年度末に比べ３億円増加した一方、有形固定資産は767億円と前連結会計年度末に比べ13億

円減少し、無形固定資産は45億円と前連結会計年度末に比べ７億円減少したためであります。

　当第３四半期連結会計期間末の負債は972億円となり、前連結会計年度末に比べ33億円増加しました。流動負債は

605億円となり、前連結会計年度末に比べ32億円増加しました。固定負債は367億円となり、前連結会計年度末に比べ

43百万円増加しました。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は1,564億円となり、前連結会計年度末に比べ15億円減少しました。主な要

因として、利益剰余金が７億円、その他有価証券評価差額金が６億円、前連結会計年度末に比べそれぞれ減少したた

めであります。

　

　　

　

(3）キャッシュ・フローの状況に関する分析

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は324億円（前年同四半期末

残高294億円）であり、第２四半期連結会計期間末に比べ17億円の資金増となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間における営業活動により支出した資金は36億円（前年同期比45億円減少）となりまし

た。これは減価償却費15億円による資金収入、税金等調整前四半期純損失11億円、賞与引当金の減少13億円、たな卸

資産の増加22億円による資金支出等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間における投資活動により支出した資金は11億円（前年同期比５億円増加）となりまし

た。これは設備投資10億円の資金支出等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間における財務活動により獲得した資金は65億円（前年同期比17億円増加）となりまし

た。これは短期借入金の純増加額77億円による資金収入、配当金の支払８億円による資金支出等があったことによ

るものであります。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

［会社の支配に関する基本方針の内容］

Ⅰ．基本方針の内容の概要

(1)当社グループは創業以来、事務用紙製品からオフィスファニチャー分野へと事業領域を拡大し、国内最大級の総

合オフィスサプライヤーへと成長を遂げてまいりました。

　当社および当社グループは、ブランドメッセージとして「ひらめき・はかどり・ここちよさ」を掲げ、商品・サー

ビスを通じてお客様の知的活動（Knowledge　Work）に対して、「ひらめき（＝創造性）」、「はかどり（＝効率

性）」、「ここちよさ（＝快適性）」をもたらすというコンセプトの下、ステーショナリー事業、ファニチャー事

業、店舗事業の主要３事業を展開しております。

　このような理念に基づいて行われる商品開発は、利用者の視点に立ったものづくりに反映されており、例えば、ス

テーショナリー事業における数々のユニバーサルデザイン商品の量産化へと活かされております。

　当社グループの持続的な成長を支え、推進してきたものは、顧客・取引先・従業員・地域社会等といった様々なス

テークホルダーとの信頼関係であります。今後もこれまでに当社が培ってきた有形無形の財産を当社の企業価値の

源泉としていくことが大変重要な課題であると認識しております。

　

(2)当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として、当社の経営理念、企業価値を生み出す源泉、当

社を支えるステークホルダーとの信頼関係等を十分理解、活用し、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主

共同の利益を長期的に確保・向上させる者が望ましいと考えております。もっとも、その在り方については、最終的

には株主の皆様にご判断いただくべきものであることから、株主の皆様が適切な判断を行ううえで、十分な情報と

時間を確保できるような施策の必要性を認識しております。　

　

(3)当社は、経営支配権の異動を通じた企業活動および経済の活性化の意義を一概に否定するものではありません

が、株式の大規模な買付行為およびその提案の中には、当社に回復し難い損害をもたらすおそれのあるものも含ま

れます。このような行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切な存在である

と考えます。

　現在のところ、特定の第三者からの株式の大規模な買付行為およびその提案によって、当社に具体的な脅威が生じ

ているわけではありませんが、必要に応じて対抗措置を講じる仕組みを株主の皆様のご意思に基づき構築しておく

ことが必要であると考えております。

　

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社グループは、当社取締役会の決議に基づき、中期経営計画を策定しており、各事業会社が独自の強みを発揮し、

それぞれの市場・業界においてNo.１になることを目指します。今後も①事業構造の変革、②不断の構造改革、③新

たな企業文化・風土の創造の諸施策を通じて当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保お

よび更なる向上に努めていくことで、新たな成長のための投資を促し、株主の皆様のご期待に応えてまいりたいと

考えております。

　

　当社は、監査役制度を採用し、取締役は６名、監査役は４名（うち社外監査役２名）で構成されます。取締役の任期

は、経営環境の変化により迅速に対応できる経営体制の確立を目的に１年としており、解任のための株主総会決議

要件の加重等も採用しておりませんので、経営者は毎年、株主の皆様による過半数の決議（普通決議）による選解

任を受け入れる立場にあります。現在、社外取締役は選任しておりませんが、社外有識者とのアドバイザリー契約に

より、適宜社外有識者の意見を取り入れる体制を整えております。　
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Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み　

　当社は、平成19年６月28日開催の第60回定時株主総会および平成20年３月28日開催の第61回定時株主総会におい

て、当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、特定の株主又は株主グループに

よって当社株式の一定規模以上の買付行為が行われた場合の対応策を導入いたしました。当該対応策は、平成23年

３月開催予定の当社定時株主総会終結の時まで継続いたします。　

　現行の当該対応策の主な内容は以下のとおりです。

　

　当該対応策は、大規模買付者が従うべき手続と大規模買付行為に対して当社がとりうる大規模買付対抗措置から

構成されており、大規模買付者に対し、株主および当社取締役会による判断のための情報提供と当社取締役会によ

る評価・検討の期間の付与を要請しています。

　大規模買付者が当該手続を遵守しない場合又は当該行為によって当社の企業価値および会社の利益ひいては株主

共同の利益が著しく毀損される場合に限り、当社取締役会は、対抗措置として当社株主に対する新株予約権の無償

割当て等を決議することができます。

　

Ⅳ．前記Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み、および前記Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって会社

の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みについての取締役会の判断およびその

判断に係る理由　

　前記Ⅱ．の取組みにつきましては、当社の企業価値の向上および会社の利益ひいては株主の皆様の共同の利益の

実現を直接の目的とするものでありますので、前記Ⅰ．の基本方針の実現に沿うものと考えております。

　また、この取組みは当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするもの

でもありません。

　前記Ⅲ．の取組みにつきましては、当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議するにあたり、その判断の客

観性・合理性を担保するための十分な仕組みが確保されているものと考えます。従いまして、前記Ⅰ．の基本方針

の実現に沿うものであり、当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とす

るものでないことは明らかであると考えます。　

　　

　

　

(5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は246百万円です。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 398,000,000

計 398,000,000

　

②　【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年10月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 128,742,463同左　

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 128,742,463同左 － －

（注）　提出日現在の発行数には、平成22年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に

基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含ま

れていない。
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（２）【新株予約権等の状況】

　当社は、平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき新株予約権付社債を発行しております。

2024年満期ユーロ円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債（平成16年８月19日発行）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 54

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 173,410

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,557

新株予約権の行使期間
平成16年９月２日～

平成36年８月２日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,557

資本組入額　　779

新株予約権の行使の条件 （注）

新株予約権の譲渡に関する事項 特になし

新株予約権付社債の残高（百万円） 270

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　各本新株予約権の一部行使はできない。

２　本新株予約権付社債の所持人は、平成35（2023）年６月30日までは、ある四半期の初日から末日までの期間に

おいて、当社普通株式の終値が当該四半期の最後の取引日（以下に定義する。）に終了する連続する30取引

日のうちいずれかの20取引日以上にわたって転換価額の110％を超える場合に限って、翌四半期の初日から

末日までの期間本新株予約権を行使することができる。平成35（2023）年７月１日以降は、当社普通株式の

終値が少なくとも１取引日において転換価額の110％を超える場合、以後いつでも本新株予約権を行使する

ことができる。一定の日における当社普通株式の「終値」とは、株式会社東京証券取引所におけるその日の

当社普通株式の普通取引の終値をいう。「取引日」とは、株式会社東京証券取引所が開設されている日をい

い、終値が発表されない日を含まない。この本新株予約権付社債の行使の条件は、以下の期間中は適用されな

い。

①（i）株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）による当社の長

期債務若しくは本新株予約権付社債（格付がなされた場合）の格付がBBB+以下である期間、（ⅱ）当社の

長期債務若しくは本新株予約権付社債（格付がなされた場合）に関しR&Iによる格付がなされない期間、

又は（ⅲ）R&Iによる当社の長期債務若しくは本新株予約権付社債（格付がなされた場合）の格付が停止

若しくは撤回されている期間

②当社が、本新株予約権付社債の所持人に対して、当社の選択による本社債の繰上償還の通知をした日以降

の期間

③当社が存続会社とならない合併、当社の資産の全部若しくは実質上全部の譲渡、当社の会社分割（本新株

予約権付社債に基づく当社の義務が分割先の会社に引き受けられる場合に限る。）又は当社が他の会社の

完全子会社となる株式交換若しくは株式移転が行われる場合、その効力発生日の前30日間
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
　

（百万円）

資本金残高
　

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 128,742,463 － 15,847 － 19,066

　 

（６）【大株主の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期連結会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないため、直前の基準日である平成22年６月30日現在で記載しております。

①【発行済株式】

　 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　　　10,446,100
－

単元株式数

100株

（相互保有株式）

普通株式　　　　412,900
－

単元株式数

100株

完全議決権株式（その他）

（注）１

普通株式　　　　
117,692,200

1,176,922 －

単元未満株式 普通株式　　　　191,263 －
１単元（100株）未満の株式

（注）２

発行済株式総数 128,742,463 － －

総株主の議決権 － 1,176,922 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株（議決権1個）が含ま

れている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。

自己株式 46株

相互保有株式 395株

コクヨ北関東販売㈱139株、コクヨ北陸新潟販売㈱124株、コクヨ山陽四国販売㈱46株、㈱ニッカン42株、豊

国工業㈱41株、浜松オフィスシステム㈱３株

コクヨ北関東販売㈱の上記株式数は自己名義の単元未満株式96株と他人名義の単元未満株式43株の合計

139株、コクヨ北陸新潟販売㈱の上記株式数は自己名義の単元未満株式61株と他人名義の単元未満株式63

株の合計124株、コクヨ山陽四国販売㈱の上記株式数は自己名義の単元未満株式46株、㈱ニッカンの上記株

式数は自己名義の単元未満株式42株、豊国工業㈱の上記株式数は他人名義の単元未満株式41株、浜松オ

フィスシステム㈱の上記株式数は自己名義の単元未満株式３株である。
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②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

コクヨ㈱
大阪市東成区大今里南六丁目

１番１号
10,446,100 － 10,446,1008.11

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

コクヨ北関東販売㈱
栃木県宇都宮市問屋町3172番

48号
140,300 35,500 175,800 0.14

豊国工業㈱
三重県伊賀市小田町南代1450

番１号
100,000 21,500 121,500 0.09

コクヨ山陽四国販売㈱
岡山県岡山市南区古新田1153

番地６号
50,800 － 50,800 0.04

浜松オフィス

システム㈱

静岡県浜松市南区飯田町1088

番地
31,800 1,100 32,900 0.03

㈱ニッカン
新潟県長岡市西蔵王三丁目５

番１号
23,000 － 23,000 0.02

コクヨ北陸新潟販売㈱ 富山県富山市天正寺1083番地 － 8,900 8,900 0.01

計 － 10,792,00067,00010,859,0008.43

（注）　他人名義で所有している株式数は、すべて持株会名義で所有しているものであり、持株会の名称及び住所は次の

とおりである。

名称 住所

コクヨ共栄会 大阪市東成区大今里南六丁目１番１号
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

　
２月

　
３月

　
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高（円） 752 725 787 917 873 815 776 709 689

最低（円） 688 657 672 763 763 720 697 641 639

（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期連結会計期間（平成22年７月

１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表については、有限責任あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日を

もって有限責任あずさ監査法人となりました。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,866 11,186

受取手形及び売掛金 45,675 50,750

有価証券 22,958 12,814

商品及び製品 21,307 22,228

仕掛品 2,376 1,244

原材料及び貯蔵品 2,238 2,087

その他 5,823 6,576

貸倒引当金 △82 △151

流動資産合計 110,163 106,736

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 24,409 25,870

土地 40,882 41,018

その他（純額） 11,437 11,160

有形固定資産合計 ※1
 76,729

※1
 78,049

無形固定資産

のれん 1,110 1,242

その他 3,457 4,050

無形固定資産合計 4,568 5,293

投資その他の資産

投資有価証券 40,709 41,477

その他 22,757 21,646

貸倒引当金 △1,152 △1,150

投資その他の資産合計 62,314 61,973

固定資産合計 143,612 145,317

資産合計 253,775 252,053
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 32,405 39,416

短期借入金 13,885 6,170

1年内返済予定の長期借入金 320 331

未払法人税等 1,189 658

賞与引当金 2,115 555

その他 10,613 10,120

流動負債合計 60,530 57,253

固定負債

社債 10,000 10,000

新株予約権付社債 270 270

長期借入金 15,445 15,724

退職給付引当金 3,602 3,143

その他 7,451 7,588

固定負債合計 36,769 36,726

負債合計 97,299 93,979

純資産の部

株主資本

資本金 15,847 15,847

資本剰余金 19,068 19,068

利益剰余金 135,894 136,639

自己株式 △14,332 △14,330

株主資本合計 156,477 157,223

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 528 1,206

繰延ヘッジ損益 △140 △54

為替換算調整勘定 △1,051 △901

評価・換算差額等合計 △663 251

少数株主持分 662 599

純資産合計 156,476 158,074

負債純資産合計 253,775 252,053
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 205,319 199,541

売上原価 138,239 132,597

売上総利益 67,080 66,944

販売費及び一般管理費 ※
 66,010

※
 62,834

営業利益 1,069 4,109

営業外収益

受取利息 152 143

受取配当金 572 386

不動産賃貸料 938 936

持分法による投資利益 104 193

デリバティブ評価益 138 －

その他 459 351

営業外収益合計 2,365 2,011

営業外費用

支払利息 383 439

不動産賃貸費用 450 287

その他 1,152 1,257

営業外費用合計 1,987 1,983

経常利益 1,447 4,137

特別利益

匿名組合出資金分配金 － 791

投資有価証券売却益 121 －

違約金収入 522 －

特別利益合計 643 791

特別損失

事業構造改革費用 － 491

固定資産除却損 － 482

投資有価証券評価損 － 376

固定資産売却損 － 76

店舗閉鎖損失 205 52

特別損失合計 205 1,480

税金等調整前四半期純利益 1,886 3,448

法人税等 1,705 2,356

少数株主利益 40 61

四半期純利益 140 1,030
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 59,501 58,800

売上原価 39,681 38,815

売上総利益 19,820 19,984

販売費及び一般管理費 ※
 21,320

※
 20,935

営業損失（△） △1,500 △951

営業外収益

受取利息 41 26

受取配当金 35 38

不動産賃貸料 315 314

持分法による投資利益 12 2

デリバティブ評価益 △158 －

その他 70 78

営業外収益合計 316 459

営業外費用

支払利息 116 166

不動産賃貸費用 118 86

その他 359 451

営業外費用合計 594 705

経常損失（△） △1,777 △1,196

特別利益

違約金収入 522 －

特別利益合計 522 －

特別損失

固定資産除却損 － 11

投資有価証券評価損 － △48

固定資産売却損 － 3

減損損失 － △22

店舗閉鎖損失 － 52

特別損失合計 － △3

税金等調整前四半期純損失（△） △1,255 △1,193

法人税等 △529 △138

少数株主利益又は少数株主損失（△） 33 △56

四半期純損失（△） △759 △998
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,886 3,448

減価償却費 4,767 4,489

のれん償却額 231 131

貸倒引当金の増減額（△は減少） 405 △66

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,658 1,559

退職給付引当金の増減額（△は減少） 520 459

受取利息及び受取配当金 △725 △530

支払利息 383 439

持分法による投資損益（△は益） △104 △193

固定資産売却損益（△は益） △10 57

固定資産除却損 157 655

投資有価証券売却損益（△は益） △132 △3

投資有価証券評価損益（△は益） 51 448

デリバティブ評価損益（△は益） △138 101

違約金収入 △522 －

売上債権の増減額（△は増加） 18,217 5,076

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,164 △1,444

仕入債務の増減額（△は減少） △16,402 △7,011

その他 △2,744 793

小計 12,665 8,413

利息及び配当金の受取額 725 530

利息の支払額 △443 △533

違約金の受取額 472 －

法人税等の支払額 △1,268 △1,885

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,151 6,524

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,122 △923

有形固定資産の売却による収入 252 143

無形固定資産の取得による支出 △1,122 △1,806

投資有価証券の取得による支出 △749 △1,339

投資有価証券の売却による収入 1,046 604

子会社株式の取得による支出 △271 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △241 120

長期貸付けによる支出 △290 △796

長期貸付金の回収による収入 89 270

匿名組合出資金の払戻による収入 － 1,453

その他 △219 △863

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,630 △3,135
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,007 7,715

長期借入れによる収入 10,116 －

長期借入金の返済による支出 △252 △289

社債の償還による支出 △60 △30

新株予約権付社債の償還による支出 △11,730 －

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △1,713 △1,789

その他 △141 △365

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,223 5,238

現金及び現金同等物に係る換算差額 △33 △84

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,710 8,542

現金及び現金同等物の期首残高 16,781 23,911

現金及び現金同等物の四半期末残高 29,492 32,453
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項なし

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

１　連結の範囲の変更

(1）連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、新規設立した国誉（上海）企業管理有限公司を連結子会社としている。

　コクヨマーケティング㈱は平成22年５月１日付けでコクヨ中国販売㈱及びコクヨ九州販売㈱を吸収合併している。

  コクヨファニチャー㈱は平成22年７月１日付けでコクヨオフィスシステム㈱を吸収合併している。　　

(2）変更後の連結子会社の数

　22社

２　持分法適用の範囲の変更

　該当事項なし

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

　該当事項なし　

４　会計処理の原則及び手続の変更

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していたが、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約

から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分については成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微である。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率の算定において、当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計

年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高

を算定している。

２　たな卸資産の評価方法

　当社及び連結子会社は、当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に際して、実地棚卸を省略し第２四半期

連結会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出している。

３　固定資産の減価償却の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却の額を期間按分して算定する方法を採用してい

る。

４　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等及び一時差異等の発生状況に著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを使

用している。

　

　 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

税金費用の計算

　税金費用の算定については、「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第19項の規定により、「中間財務諸表

等における税効果会計に関する実務指針」第12項（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算している。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示している。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 102,137百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 102,189百万円

２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

して次のとおり保証を行っている。

２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

して次のとおり保証を行っている。

コクヨインターナショナル

（タイランド）

104百万円

ハートランド（株） 85

コクヨＩＫ（タイランド） 15

㈱都市デザインシステム 10

石見紙工業㈱ 5

計 221

ハートランド㈱ 90百万円

コクヨインターナショナル

（タイランド）

69

コクヨＩＫ（タイランド） 13

㈱都市デザインシステム 10

石見紙工業㈱ 9

計 193

　また、従業員の金融機関からの借入金143百万円に対

して保証を行っている。

　また、従業員の金融機関からの借入金179百万円に対

して保証を行っている。

３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と貸出コミットメント契約を締結している。

　当第３四半期連結会計期間末における貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高等は次のとおりであ

る。

３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と貸出コミットメント契約を締結している。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

貸出実行残高 5,000

差引額 15,000

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

貸出実行残高 5,000

差引額 15,000

　 

（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

※　　販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

荷造運搬費 16,465百万円

給料手当 17,081

賞与引当金繰入額 3,796

退職給付費用 1,168

荷造運搬費 15,759百万円

給料手当 16,764

賞与引当金繰入額 3,620

退職給付費用 1,203

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

※　　販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

荷造運搬費 4,979百万円

給料手当 7,201

賞与引当金繰入額 1,061

退職給付費用 340

荷造運搬費 4,926百万円

給料手当 7,209

賞与引当金繰入額 977

退職給付費用 401
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係（平成21年

９月30日現在）　

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係（平成22年

９月30日現在）　

現金及び預金勘定 9,271百万円

有価証券勘定 20,449

計 29,721

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △228

現金及び現金同等物 29,492

現金及び預金勘定 9,866百万円

有価証券勘定 22,958

計 32,825

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △371

現金及び現金同等物 32,453

　 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株） 128,742,463

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株） 10,458,254

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項なし　

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日

定時株主総会
普通株式 887 7.5平成21年12月31日平成22年３月31日利益剰余金

平成22年７月27日

取締役会
普通株式 887 7.5平成22年６月30日平成22年９月３日利益剰余金

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項なし

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結

会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（有価証券関係）

　当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっておりますが、四半期連結

貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループの行っているデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっておりますが、

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
ステーショナ
リー関連事業
（百万円）

ファニチャー
関連事業
（百万円）

店舗
関連事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高

(1）外部顧客に対する

売上高

36,482 20,092 2,926 59,501 － 59,501

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
－ － － － （－） －

計 36,482 20,092 2,926 59,501 （－） 59,501

営業利益又は営業損

失（△）
654 △1,942 △212 △1,500 （－） △1,500

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　
ステーショナ
リー関連事業
（百万円）

ファニチャー
関連事業
（百万円）

店舗
関連事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高

(1）外部顧客に対する

売上高

35,103 20,769 2,927 58,800 － 58,800

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
－ － － － （－） －

計 35,103 20,769 2,927 58,800 （－） 58,800

営業利益又は営業損

失（△）
852 △1,773 △29 △951 （－） △951
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前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　
ステーショナ
リー関連事業
（百万円）

ファニチャー
関連事業
（百万円）

店舗
関連事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高

(1）外部顧客に対する

売上高

116,940 78,312 10,067 205,319 － 205,319

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
－ － － － （－） －

計 116,940 78,312 10,067 205,319 （－） 205,319

営業利益又は営業損

失（△）
4,008 △2,271 △666 1,069 （－） 1,069

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

　
ステーショナ
リー関連事業
（百万円）

ファニチャー
関連事業
（百万円）

店舗
関連事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高

(1）外部顧客に対する

売上高

112,697 77,574 9,269 199,541 － 199,541

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
－ － － － （－） －

計 112,697 77,574 9,269 199,541 （－） 199,541

営業利益又は営業損

失（△）
5,825 △1,254 △461 4,109 （－） 4,109

（注）１　事業区分の方法

当社の事業区分は、製品・サービスの種類・性質等の類似性によっている。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

ステーショナリー関連事業

伝票、複写簿、帳簿、リーフ、領収証、バインダー、ファイル、ファイリング用品、クリヤーブッ

ク、ＰＰＣ用紙、連続伝票、ＦＡＸ感熱紙、インクジェットプリンタ用紙、レーザープリンタ

用紙、ラベル、ＰＣ関連用品、ＯＡ機器、ＯＡ機器関連用品、製図デザイン用品、ノート、レ

ポート、原稿用紙、スケッチブック、便箋、メモ用紙、アルバム、接着剤、額縁、金属文具、筆記

用具、粘着テープ、タック製品、ビジネスバッグ、防災用品、知育文具　等

ファニチャー関連事業

デスク、テーブル、回転イス、会議用イス、折りたたみイス、応接イス、役員室用家具、キャビ

ネット、保管庫、ロッカー、壁面収納庫、黒板、ＯＡ床材、間仕切、天井材、棚、書架、耐火製品、

展示ケース、ホール用イス、学校用家具、図書館用家具、高齢者用家具、オフィスアクセサ

リー、新入学関連家具、ＳＯＨＯ対応家具、家庭用家具　等

店舗関連事業
商品陳列棚、カウンター、ワゴン、平台、ガラスショーケース、ワイヤーシェルフ、ショッピン

グカート、ショッピングバスケット、販促用品、イベント用品、木製什器、衣料用什器　等
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 ３  追加情報

前第３四半期連結累計期間

（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、機械装置の耐用年数について平成20年度の法人税法の改正（所得税法等の一

部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号）を契機として資産の利用状況の見直しを行った結果、当

第１四半期連結会計期間より、一部の資産について耐用年数を変更しております。

　この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の営業利益はステーショナリー関連事業が11百万円増加し、営

業損失はファニチャー関連事業が87百万円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至

　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

　全セグメントの売上高合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至

　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

　 1,317.29円 　 1,331.30円

（注）　１株当たり純資産額 算定上の基礎

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 156,476 158,074

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 662 599

（うち少数株主持分） (662) (599)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額（百

万円）
155,814 157,474

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株）
118,284 118,286
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２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益 1.19円 １株当たり四半期純利益 8.71円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載していない。

　

　　　　　　　　　　　同左　

　

（注）　１株当たり四半期純利益 算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 140 1,030

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 140 1,030

期中平均株式数（千株） 118,287 118,285

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概

要

2024年満期ユーロ円建転換制限条項

付転換社債型新株予約権付社債（平

成16年８月19日発行）

これらの詳細については、第４ 提出

会社の状況　

１ 株式等の状況　(2) 新株予約権等

の状況に記載の通りである。

－

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失 6.42円 １株当たり四半期純損失 8.44円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　　　　　　　　　　　同左

　

（注）　１株当たり四半期純損失 算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △759 △998

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（百万円）
△759 △998

期中平均株式数（千株） 118,286 118,284

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概

要

2024年満期ユーロ円建転換制限条項

付転換社債型新株予約権付社債（平

成16年８月19日発行）

これらの詳細については、第４ 提出

会社の状況　

１ 株式等の状況　(2) 新株予約権等

の状況に記載の通りである。

－
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（重要な後発事象）

　該当事項なし

　 

２【その他】

　平成22年７月27日開催の取締役会において、平成22年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主または登録株式

質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、支払いを行いました。

　 ①　配当金の総額 887百万円 　

　 ②　１株当たりの金額 ７円50銭 　

　 ③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年９月３日 　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月６日

コクヨ株式会社

取締役会　御中

 

あずさ監査法人

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　中　　俊　　廣　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　口　　義　　敬　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 今　　井　　康　　好　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

クヨ株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平

成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コクヨ株式会社及び連結子会社の平

成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年10月29日

コクヨ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　中　　俊　　廣　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　口　　義　　敬　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今　　井　　康　　好　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

クヨ株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平

成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コクヨ株式会社及び連結子会社の平

成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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